






























（注）各項目の数値については、単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致していない場合があります。

学校法人会計は、「 算 度」が 用されており、会計年度 に された 算に基づ 教育活動等を実施しています。これらの 活動の をあら す 年度の本法人
の 算 について、事業活動収支計算書をもとに説明いたします。
この事業活動収支計算書は、当 年度の収支の を明らかにすることを目的としており、経常的な収支である「①教育活動収支」、「②教育活動外収支」 時的収

支である「③特別収支」の3つの で されております。「①教育活動収支」における収入は41 2,216 、支出は37 1,945 となり、当 における教育活動収
支差額は、4 272 の収入超 となっています。「②教育活動外収支」における収入は420 、支出は0 となり、当 における教育活動外収支差額は、420 の収
入超 となっています。「③特別収支」における収入は6,219 、支出は1,598 となり、当 における特別収支差額は4,621 の収入超 となっています。これら
を て、事業活動収入は41 8,855 となり、事業活動支出は37 3,543 となっています。
このように の収支を まえた本法人の 算は、基本金 入前当年度収支差額が4 5,313 の収入超 となり、当年度収支差額も2 2,800 の収入超 となってい

ます。
なお、本法人が保有する金融資産の増減について、 4年3 末現 の次年度繰越支払資金等（有価証券3 151 ）は34 8,268 となり、前年度末より3 8,371
増 しました。「退職給与引当特定資産」は、前年度より700 り し、9 3,068 計上しています。「減価償却引当特定資産」は将来の資産 に備え、1 を

繰入れ16 6,443 となっています。これらをあ せた金融資産 高は、前年度末と比 して4 7,628 増 しています。

に い
資金収支

当 会計年度の 活動に対 するす ての資金の動 を することによって収入と支出の内 を明らかにし、当 年度の支払資金（現金 預貯金）の 末を表すものです。

資金収支
資金収支計算書の 算額を「教育活動」、「施設整備等活動」、「その他の活動」の3つの活動 で表示し、経営判断に資する財務情報を するものです。
活動 資金収支計算書は、 算と 算との差 を表示する 度（ 式）ではないため、 算書の は められていません。

収支
当 会計年度の事業活動収支の内 を明 にし、事業活動収支の を表すものです。計算書の は、本業である教育・ 活動（教育活動収支）と財務活動で る 等
（教育活動外収支）、資産 却等の 時的収支（特別収支）に れ、各 の収支差額から経営 の を することがで ます。
貸借対照表

当 会計年度末における資産・負債・ 資産（基本金 収支差額）の を し、財 の を表すものです。

に い
学校法人はその教育 活動を行うにあたって 要な施設や設備、経営に 要な財産

を つために、国または地方 等から を受けています。これら 金の
を受けている学校法人は 立学校 法の定めにより、「学校法人会計基 （
46年 部 定）」という会計 に い計算書 を し、 会計 または

法人による を受けて、所 に け出ることが 務 けられています。
このように、 ・ 定 ・ が められる 立学校においては、 長期的に
たって 的な経営を するために収支 を る く、 な会計 を行うた

めの 一的な学校法人会計基 が定められています。

【語句説明】資金収支 収支 に 表れる主な科目

[ 金]
学 は入学の として、所定の額を 務的にかつ一 に す ものです。 業料、教育充実 、入学金等

の学 ・ から 入されるもので、収入のう で も な 合を めます。

[ ]
入学 、 入学 等のために 収する収入です。

的には、入学 定料、 料、証明書 行手数料をいいます。
[ 金]
国・地方 これに る機関から される 金をいいます。

[ 当金]
預貯金や有価証券等の ・ 当金収入をいいます。
[ 収入]

、 、 等の 活動収入、外部から を受けて行う受 事業収入などをいいます。
[ 収入]
学校法人に する上 の各収入以外の収入をいいます。これには、 学事業 等から退職金資金その他の 金
を受けたと の収入も ます。

【語句説明】資金収支 に 表れる主な科目

[ 金収入]
年度の活動に対する収入をいいます（ 入 の入学金・ 業料等）。

[資金 定 資金収入 定 資金支 定 ]
資金収入調整勘定とは、当年度の 活動に対する収入で前年度以前に資金の収入になったもの 当年度の 活動
に対する収入で 年度以 に資金が受け入れられるものです。
資金支出調整勘定は、当年度の 活動に対 する支出で前会計年度以前において支払資金の支出となったもの
当年度の 活動に対 する支出で 会計年度以後において支払資金の支出となる ものをいいます。

【語句説明】︓ 収支 に 表れる主な科目

[ 収入]
学 等 金、手数料、 金、 金等収入のう 、負債となら 資
金となる収入です。よって、借入金や貸 金 収、預り金（他に支払う に一時
的に金銭を受け入れたもの）や前受金（ 年度の活動における前年度入金 ）な
ど 資金ではないものは表示されません。
その一方で、現 など資金の受け入れではないものも事業活動収入となりま
す。

[ 支 ]
人 、教育 経 、 経 等の支出をいい、学校法人の 資産の減 をも
たらす支出のことです。そのため、固定資産 得に係る支出や借入金返済、貸
金支出等は事業活動支出とはなりませんが、引当金の繰入や減価償却などは事業
活動支出になります。

[資産 差額 資産 差額]
動産や有価証券などを 却した の 却額と 価額の差額をいいます。資産

を 却した 、 価が資産の 価 を上 った場合、その額を資産 却差額と
して計上します。資産を 却した 、 価が資産の 価 を下 った場合、そ
の額を資産 差額として計上します。

[ 収 額
得る 収入が 収 になった 、 収 引当金を設けていない場合やその
額が 収 引当金 高を超えている場合に計上します。
なお、本来得る 収入のう 、その 収 額を 積もって引当金を設ける場
合には、 収 引当金繰入額を計上します。

[ 金 入額]
学校法人が教育 活動を行っていくためには、校地・校 ・機器備品・ 書・
現預金などの資産を保有し、これを 的に する 要があります。学校会計
では、当 年度にこれらの資産の 得に充てた金額を基本金 入れる と
なっています。この基本金の対 は、「学校法人会計基 」において、次の4項目
に されています。

（注）単位( )未満は四捨五入して表 しています。

第1号基本金 設立当 に 得した固定資産、 に設立後 たな学校の設 、学部
学科の増設、定 や実 の拡 による の拡 教育の充実 上
のために 得した固定資産の額。

第2号基本金 第1号の資産を将来 得するために充てる金銭その他の資産の額。

第3号基本金 基金として 的に保 し、かつ運用する金銭その他の資産の額。

第4号基本金 常的に保 す 資金として別に 部科学 の定める額。

と い
教育・ 活動を事業目的とする学校法人会計は、学校法人の 的な と教育 活動の
な 行のために、「教育 の 上 、 収支 、 算 という3つの概 に基づ 運営
され、収支の と財 の を しく えることを目的としています。
一方、営 の を事業目的としている 業会計の え方は、 が され、収 と 用を

しく え、営業年度の しい を計算し、 業の財 を ることによって、より高い収 を
することを目的としています。

このように、一 業は を得る目的で していますが、学校法人は教育 活動を目的と
した 営 法人です。法人の が なるため、会計の目的が なっています。

[ ]
教職 、 常 などに支給する本 ・期末手当・その他の手当・所定 、

事 事に支払う報酬などをいいます。

[ ]
教育 のために支出する経 をいいます。

[ ]
務・人事・経 業務や学 のための支出などで、教育 以外の経 をいいま

す。
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（注）各項目の数値については、単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致していない場合があります。
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す。

学校法人　九州国際大学



（注）各項目の数値については、単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致していない場合があります。

[有価証券]
国債・地方債・社債・金融債・株式などがあり、会計年度末後１年を超えて保有する目的のものは
「その他の固定資産」に計上します。一時的（短期的）な保有を目的とするものは、「流動資産」に
計上します。
[現金預金]
現金、銀行の各種預金、郵便貯金などです。「現金預金」の額は、資金収支計算書の「次年度繰越支
払資金」と一致します。
[借入金]
長期借入金は、返済期限が年度末後１年を超えて到来する借入金で「固定負債」に計上します。
短期借入金は、返済期限が年度末後１年以内に到来する借入金で「流動負債」に計上します。
[預り金]
給料・報酬などにかかる源泉所得税、住民税など学校法人の事業活動収入にならない、他に支払うた
めの一時的な金銭の受入額をいいます。
[繰越収支差額]
当期以前の各年度の事業活動収入から事業活動支出を差し引いた差額の累計額です。

。

【語句説明】︓貸借対照表に表れる主な科目

[○○○引当特定資産]
施設の増設や改築、機器備品その他の設備の拡充や買い替え、退職金の支払いなど、将来の特定の支出
に備えるために資金を留保した場合に設ける勘定科目です。このような資金留保は、経営方針に基づく
長期的な資金計画によって実行されます。

（注）教育活動資金収支差額＝教育活動資金収入計－教育活動資金支出計＋教育活動調整勘定等

（注）「経常収入」＝教育活動収入計＋教育活動外収入計 「経常支出」＝教育活動支出計＋教育活動外支出計（注）財務比率の評価等について
財務比率の評価は、各学校法人の内部事情等を個別に判断しなければ、
一概にその良否をいえませんが、財務比率の高低の評価を以下のとおり
としています。

[ △︓高い値が良い ▼︓低い値が良い ―︓どちらともいえない ]
（注）貸借対照表関係比率に表示される項目の説明
① 運用資産＝特定資産+有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金
② 外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務
③ 要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第2号基本金＋第3号基本金
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（注）各項目の数値については、単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致していない場合があります。
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めの一時的な金銭の受入額をいいます。
[繰越収支差額]
当期以前の各年度の事業活動収入から事業活動支出を差し引いた差額の累計額です。

。

【語句説明】︓貸借対照表に表れる主な科目
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に備えるために資金を留保した場合に設ける勘定科目です。このような資金留保は、経営方針に基づく
長期的な資金計画によって実行されます。

（注）教育活動資金収支差額＝教育活動資金収入計－教育活動資金支出計＋教育活動調整勘定等

（注）「経常収入」＝教育活動収入計＋教育活動外収入計 「経常支出」＝教育活動支出計＋教育活動外支出計（注）財務比率の評価等について
財務比率の評価は、各学校法人の内部事情等を個別に判断しなければ、
一概にその良否をいえませんが、財務比率の高低の評価を以下のとおり
としています。

[ △︓高い値が良い ▼︓低い値が良い ―︓どちらともいえない ]
（注）貸借対照表関係比率に表示される項目の説明
① 運用資産＝特定資産+有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金
② 外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務
③ 要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第2号基本金＋第3号基本金
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